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主任技術者制度の解釈及び運用（内規）の一部を改正する規程 新旧対照表 

○主任技術者制度の解釈及び運用（内規）（平成２５年１月２８日２０１３０１０７商局第２号） 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 案 現   行 

２．法第４３条第２項の許可は、次の基準により行うもの

とする。 

（１） （略） 

（２）ダム水路主任技術者に係る法第４３条第２項の許

可は、その申請が次の①及び②の要件に適合し、かつ

、電気工作物の工事、維持及び運用の保安上支障がな

いと認められる場合に限り、行うものとする。 

① ダム水路主任技術者を選任しようとする事業場が

次のいずれかに該当すること。 

イ 出力５００キロワット未満の水力発電所の設置

の工事のための事業場又は直接統括する水力発電

所が出力５００キロワット未満のものである事業

場 

ロ 出力５００キロワット以上２，０００キロワッ

ト以下の水力発電所（ダムの基礎地盤から堤頂ま

での高さが１５メートル未満の水路式発電所（工

業標準化法（昭和二十四年法律第百八十五号）に

基づく日本工業規格Ｂ 〇一一九（二〇〇九）に

おいて定められた水路式発電所をいう。）（以下

単に「水路式発電所」という。）に限る。）の設

置の工事のための事業場又は直接統括する水力発

電所（水路式発電所に限る。）が出力５００キロ

ワット以上２，０００キロワット以下のものであ

る事業場 

② ダム水路主任技術者として選任しようとする者が

、次のいずれかに該当すること。 

イ 出力１００キロワット未満の水力発電所の設置

の工事のための事業場又は直接統括する水力発電

所が出力１００キロワット未満のものである事業

場に係る場合は、次のいずれかに該当する者。 

（イ）学校教育法による高等学校又はこれらと同

等以上の教育施設において土木工学の課程を

修めて卒業した者 

（ロ）技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４

条第１項の規定に基づき行われる技術士試験

の第一次試験であってその技術部門が建設部

門であるものに合格した者 

（ハ）技術士法第４条第１項の規定に基づき行わ

れる技術士試験の第二次試験であってその技

術部門が建設部門、農業部門（選択科目が「

農業土木」であるものに限る。）又は総合技

２．法第４３条第２項の許可は、次の基準により行うもの

とする。 

（１） （略） 

（２）ダム水路主任技術者に係る法第４３条第２項の許

可は、その申請が次の①及び②の要件に適合し、かつ

、電気工作物の工事、維持及び運用の保安上支障がな

いと認められる場合に限り、行うものとする。 

① ダム水路主任技術者を選任しようとする事業場が

次のいずれかに該当すること。 

イ 直接統括する水力発電所が出力５００キロワッ

ト未満のものである事業場 

ロ 出力５００キロワット未満の水力発電所の設置

の工事のための事業場 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ダム水路主任技術者として選任しようとする者が

次のいずれかに該当すること。 

 

 

 

 

イ 学校教育法による高等学校又はこれらと同等以

上の教育施設において土木工学の課程を修めて卒

業した者 

ロ 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４条第

１項の規定に基づき行われる技術士試験の第一次

試験であってその技術部門が建設部門であるもの

に合格した者 

ハ 技術士法第４条第１項の規定に基づき行われる

技術士試験の第二次試験であってその技術部門が

建設部門、農業部門（選択科目が「農業土木」で

あるものに限る。）又は総合技術監理部門（選択
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術監理部門（選択科目が建設部門に係るもの

又は「農業土木」であるものに限る。）であ

るものに合格した者 

（ニ）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第

２７条第１項の規定に基づき行われる技術検

定であってその種目が土木施工管理であるも

のに合格した者 

（ホ）（ロ）から（ニ）までに掲げる者のほか、

（イ）に掲げる者と同等以上の知識及び技能

を有すると認められる者 

（へ）（イ）から（ホ）までに掲げる者のほか、

土木技術に関し相当の知識及び技能を有する

と認められる者 

 

ロ 出力１００キロワット以上５００キロワット未

満の水力発電所の設置の工事のための事業場又は

直接統括する水力発電所が出力１００キロワット

以上５００キロワット未満のものである事業場に

係る場合は、イ（イ）から（ホ）までに掲げる要

件のいずれかに該当する者 

ハ 出力５００キロワット以上２，０００キロワッ

ト以下の水力発電所（水路式発電所に限る。）の

設置の工事のための事業場又は直接統括する水力

発電所（水路式発電所に限る。）が出力５００キ

ロワット以上２，０００キロワット以下のもので

ある事業場に係る場合は、イ（イ）から（ホ）ま

でに掲げる要件のいずれかに該当する者であって

、経済産業省が実施する講習を修了した者 

 

科目が建設部門に係るもの又は「農業土木」であ

るものに限る。）であるものに合格した者 

 

ニ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７

条第１項の規定に基づき行われる技術検定であっ

てその種目が土木施工管理であるものに合格した

者 

ホ ロからニまでに掲げる者のほか、イに掲げる者

と同等以上の知識及び技能を有すると認められる

者 

へ 出力１００キロワット未満の水力発電所に係る

場合は、イからホまでに掲げる者のほか、土木技

術に関し相当の知識及び技能を有すると認められ

る者 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 


